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令和６年度三種町一般会計・特別会計歳入歳出決算

及び基金の運用状況の審査に係る意見の提出について

地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定に基づき、審査に

付された令和６年度三種町一般会計・特別会計歳入歳出決算及び基金の運用状

況の審査を実施しましたので、次のとおり意見を提出します。
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令和６年度一般会計・特別会計決算審査及び基金運用審査意見

１ 三種町監査基準（令和２年三種町監査委員告示第１号）に準拠して実施した。

２ 審査の種類

決算審査

基金運用審査

３ 審査の対象

令和６年度三種町一般会計及び特別会計歳入歳出決算書

令和６年度三種町一般会計及び特別会計歳入歳出決算事項別明細書

令和６年度三種町一般会計及び特別会計実質収支に関する調書

令和６年度財産に関する調書

令和６年度基金の運用状況を示す書類

４ 審査の着眼点

予算執行の効率性及び財務分析

数値の正確性及び運用の効率性

５ 審査の実施内容

（１）実施期間

令和７年７月２３日から２９日まで

（２）実施手続

提出された審査資料等を確認し、関係職員等からの説明を聴取した。

６ 審査の結果

上記の記載事項のとおり審査した限りにおいて、決算その他関係書類が法令に適合

し、かつ正確であることが認められた。

また、町長から提出された基金の運用状況を示す書類の計数が正確であり、基金の

運用が確実かつ効率的に行われていることが認められた。

７ 審査の総括

令和６年度の歳入決算額については１８１億５，０７９万２千円で、前年度に比べ

て１３億３，０４７万８千円の増額となっており、また、歳出決算額も１７５億７，

８０４万４千円と、前年度に比べて１３億８，０９９万円の増額となっている。

歳入については、令和６年度税制改正に伴う定額減税により、町民税が減収（影響

額は交付金ベースで５２，５６３千円相当）しており、歳入決算額に占める構成比は、

自主財源が２４．８％、依存財源が７５．２％と、自主財源の割合が前年度に比べ０．

３ポイント低くなっている。近年、町税の収入率は横ばいで推移しているため、引き
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続き、安定的な自主財源の確保に努められたい。

収入未済額については、使用料・負担金等において、徴収努力が不十分である事例

が認められた。特定の行政サービスに対する収入については、受益と負担の公平性の

観点から、初動対応を強化し、毅然かつ適切な対応に努められたい。

不能欠損処分については、適正に処理されているものと認めるところであり、本決

算においては、令和６年に施行された三種町私債権の管理に関する条例に基づいた私

債権の放棄が初めて行われ、長期未収化している私債権の縮減に着手され始めたこと

について、前向きに評価したい。ただし、債権管理台帳については、交渉経過等の記

録において、記録者及び確認者の記載欄が欠けているため、責任の明確化を図る観点

から、速やかにこれを整備されたい。

歳出については、統合中学校建設費・山本ふるさと文化館空調設備改修工事等によ

り、普通建設事業費が前年度比４０．６％の増となっており、また、たつの子会保育

園整備費補助金交付事業（旧鵜川保育園・旧浜口保育園解体工事補助金）・能代山本

広域市町村圏組合負担金（広域一般廃棄物処理施設整備事業負担金）等により、補助

費等が前年度比４０．７％の増となっている。建設資材・人件費の高騰は、今後も上

昇基調が続くものと予想されることから、これまで以上に財政の健全性を意識し、効

率的・効果的な予算執行に努められたい。

補助金交付事務については、事業実績報告書を令和７年７月に収受する事例が確認

された。三種町補助金等交付規則は、補助事業の完了をもって速やかにこれを提出し

なければならない旨を規定しており、遅くとも出納閉鎖期間までには、当該事務を全

て終了すべきである。本事例を含む補助金事務について、今後の財務監査等と連携し

効果検証等を進めていくこととする。

令和６年度財務監査において当職は、固定資産税の賦課誤りに伴う還付に注視して

きたところであるが、本審査において、６年度累計件数は１００件程度に及ぶことが

確認された。特に合併以前に登録された固定資産台帳に不備が多く、今後も、多数顕

在化する懸念があることから、税務課の通常業務から切り離した調査チームを設置し、

一定期間に集中的かつ抜本的な見直しを行うなど、税制度への信頼回復に着手される

ことを提言する。

また、同監査においては、三種町スポーツ・文化合宿誘致助成金について、「他自

治体に比べて利用しやすい制度の優位性をアピールするほか、利用者へのアンケート

調査の実施などにより、リピーター確保に向けた対策も検討、実施されたい」旨の意

見を付しているところではあるが、本審査において、文化団体の利用が極めて少ない

ことが認められることから、その誘致活動を強化し、関係人口創出の構築・拡充につ

なげられたい。

自治体ＤＸについては、デジタル技術を活用した「変革」であると定義されている

ところ、これを単にデジタルツールを導入する一過性の取組に終わらせることのない

よう、数値目標を定めることも検討し、本町の将来ビジョンについて、職員だけでな

く、住民や関係団体など、全てのステークホルダー（利害関係者）と共有することで、

住民の利便性向上や行政サービスの効率化が図られていくことを期待するものである。
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一般会計・特別会計決算の概要

１ 決算の総括

（１）決算規模

一般会計及び特別会計の決算額は、表Ａのとおりである。

決算額を前年度と比較すると、表Ｂのとおり、歳入は 7.9％の増、歳出は 8.5％の

増、差引額は 8.1％の減となっている。

（２）決算収支

一般会計及び特別会計の決算における歳入歳出差引額は 572,748 千円で、翌年度

へ繰り越すべき財源 101,602 千円（一般会計 101,602 千円）を差引いた実質収支額

は 471,146 千円となっている。

この実質収支額は、前年度（511,251 千円）に比して、40,105 千円（7.8％）減少

している。

表Ａ （単位：千円）

区 分 一 般 会 計 特 別 会 計 計

予 算 現 額 13,170,932 5,165,057 18,335,989

決
歳 入 額 12,983,254 5,167,538 18,150,792

算 歳 出 額 12,530,976 5,047,068 17,578,044

額
差 引 額 452,278 120,470 572,748

表Ｂ （単位：千円）

区 分 令和６年度 令和５年度 増 減 額 増 減 率

歳 入 額 18,150,792 16,820,314 1,330,478 7.9％

歳 出 額 17,578,044 16,197,054 1,380,990 8.5％

差 引 額 572,748 623,259 △50,511 △8.1％
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（３）予算の執行状況

歳入決算額 18,150,792 千円は、予算現額 18,335,989 千円に対し、185,197 千円の

減収で、収入率は 98.9％（前年度 98.5％）となっている。また、調定額 18,311,946

千円に対する収入率は 99.1％（前年度 99.0％）となっている。

歳出決算額 17,578,044 千円は、予算現額に対し 95.8％（前年度 94.8％）の執行

率で、323,241 千円を翌年度へ繰越し、不用額は 434,700 千円（前年度 508,043 千円）

となっている。

（４）財政の構造

財政の構造について、地方財政状況調査表（普通会計決算：後期高齢者医療受託

事業収入及び関連事業費分は除かれる。）によって分析すると、次のとおりである。

① 歳入の構成

自主財源と依存財源の構成比は、次表のとおりである。

自主財源の構成割合は 24.8％で、前年度に比して 0.3 ポイント減少している。

自主財源は、町税 1,462,760 千円、使用料・手数料 102,793 千円、諸収入 288,396

千円などである。

依存財源は、地方交付税 5,190,830 千円、国庫支出金 990,417 千円、県支出金

846,598 千円などである。

（単位：千円、％）

区 分
令和６年度 令和５年度

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

自 主 財 源 3,215,717 24.8 2,884,306 25.1

依 存 財 源 9,743,932 75.2 8,593,860 74.9

計 12,959,649 100.0 11,478,166 100.0



- 5 -

② 歳出の構成

歳出決算額の性質別内訳は、次表のとおりである。

義務的経費 4,153,147 千円は、前年度に比して 144,869 千円（3.3％）減少してい

る。

投資的経費 2,003,221 千円は、前年度に比して 444,212 千円（28.4％）増加して

いる。

その他経費 6,351,002 千円は、前年度に比して 1,230,735 千円（24.0％）増加し

ている。

歳出合計では、1,530,078 千円（13.9％）増加している。

（単位：千円、％）

区 分
令和６年度 令和５年度 対前年度比

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 増減率

義

務

的

経

費

人件費 1,896,334 15.2 1,715,187 15.6 181,147 10.5

扶助費 1,177,202 9.4 1,408,408 12.8 △231,206 △16.4

公債費 1,079,611 8.6 1,174,421 10.7 △94,810 △8.0

計 4,153,147 33.2 4,298,016 39.1 △144,869 △3.3

投

資

的

経

費

普通建設

事 業 費
1,761,800 14.1 1,252,856 11.4 508,944 40.6

補助 498,750 4.0 406,457 3.7 92,293 22.7

単独 1,263,050 10.1 846,399 7.7 416,651 49.2

災害復旧

事 業 費
241,421 1.9 306,153 2.8 △64,732 △21.1

計 2,003,221 16.0 1,559,009 14.2 444,212 28.4

そ

の

他

経

費

物件費 1,583,679 12.7 1,435,784 13.1 147,895 10.3

補助費等 2,996,470 23.9 2,129,500 19.4 866,970 40.7

その他 1,770,853 14.2 1,554,983 14.2 215,870 13.8

計 6,351,002 50.8 5,120,267 46.7 1,230,735 24.0

合 計 12,507,370 100.0 10,977,292 100.0 1,530,078 13.9
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③ 財政分析

財政力指数及び経常収支比率の年度別推移は、次表のとおりである。

財政力指数は、地方公共団体の財政力を示す指数であり、指数が高いほど財政に

余裕があるとされ、1.0 であれば収支バランスが取れていることになる。

当年度は 0.25 で、前年度に横ばいとなっている。

経常収支比率は、財政構造の弾力性の指標として用いられ、75％程度に収まるこ

とが望ましいとされている。

当年度は 89.8％で、前年度に比して 0.8 ポイント増加している。

なお、指数は、標準財政規模に臨時財政対策債発行可能額を含み算定している。

（５）町債の状況

町債の状況は、三種町各会計歳入歳出決算参考資料（地方債現在高に関する調書）

によると、次表のとおりである。

当年度末の残高は 9,566,878 千円となり、前年度末に比して 1,031,660 千円増加

している。

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

財政力指数 0.26 0.25 0.25 0.25 0.25

経常収支比率 90.2％ 85.4 88.5 89.0 89.8

（単位：千円）

区 分
前年度末

現 在 高

当年度中
当年度末

現 在 高
発 行 額 償 還 額

一 般 会 計 8,535,218 2,078,900 1,047,239 9,566,878
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（６）債務負担行為の状況

債務負担行為の状況は、三種町各会計歳入歳出決算参考資料（債務負担行為に関

する調書）によると、次表のとおりである。

翌年度以降支出予定額 104,122 千円は、前年度（139,015 千円）に比して 34,893

千円（25.1％）減少している。

（単位：円）

区 分 限 度 額
支 出 額

翌年度以降

支出予定額
前年度末 当 年 度 不 用 額

一 般 会 計 365,247,811 225,733,879 35,358,302 33,013 104,122,617
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２ 一般会計

一般会計の決算状況は、歳入 12,983,254 千円、歳出 12,530,976 千円、歳入歳出差

引額 452,278 千円である。

差引額から翌年度へ繰り越すべき財源 101,602 千円を差引いた実質収支額は、

350,676 千円である。

（１）歳入

歳入決算のうち、町税の状況は、次表のとおりである。

収入済額 1,462,759 千円は、調定額 1,565,006 千円に対する収入率が 93.4％で、

前年度に横ばいとなっている。

不納欠損額 16,107 千円は、前年度に比して 1,036 千円減少した。

収入未済額 86,326 千円は、前年度に比して 2,717 千円減少した。

（単位：千円、％）

区 分 予算現額 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

町 民 税 473,939 504,389 485,045 1,517 17,988 96.1

個 人 429,755 457,840 439,688 1,467 16,845 96.0

法 人 44,184 46,549 45,357 50 1,142 97.4

固定資産税 769,152 852,625 772,652 14,166 65,831 90.6

軽自動車税 68,441 72,471 69,541 423 2,506 95.9

た ば こ 税 91,174 97,310 97,310 0 0 100.0

特別土地保有税 1 0 0 0 0 ‐

入 湯 税 34,396 38,209 38,209 0 0 100.0

計 1,437,103 1,565,006 1,462,759 16,107 86,326 93.4

（前年度） 1,489,285 1,612,966 1,506,875 17,143 89,043 93.4
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（２）歳出

歳出決算の状況は、次表のとおりである。

支出済額 12,530,975 千円は、予算現額から翌年度繰越額を差引いた額

12,847,691 千円に対する執行率が 97.5％で、前年度に比して 1.0 ポイント増加し

た。

不用額 316,715 千円は、前年度に比して 71,714 千円減少した。

（単位：千円、％）

区 分 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額
歳 出

執行率

議 会 費 110,788 109,198 0 1,589 98.5

総 務 費 1,468,094 1,417,879 0 50,214 96.5

民 生 費 3,315,127 3,156,984 21,965 136,177 95.8

衛 生 費 1,300,212 1,281,741 0 18,470 98.5

労 働 費 11,132 11,117 0 15 99.8

農林水産業費 650,983 626,831 9,210 14,941 97.6

商 工 費 782,341 673,341 95,479 13,520 98.0

土 木 費 856,913 848,413 0 8,499 99.0

消 防 費 646,005 636,062 0 9,942 98.4

教 育 費 2,202,418 2,059,877 101,808 40,732 98.0

災害復旧費 343,277 228,795 94,779 19,702 92.0

公 債 費 1,080,624 1,079,611 0 1,012 99.9

諸 支 出 金 401,128 401,120 0 7 99.9

予 備 費 1,890 0 0 1,890 -

計 13,170,932 12,530,975 323,241 316,715 97.5

（前年度） 11,751,272 10,995,086 367,756 388,429 96.5
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３ 特別会計

特別会計の決算状況は、次表のとおりである。

特別会計の決算状況は、歳入 5,167,536 千円、歳出 5,047,068 千円、歳入歳出差引

額 120,468 千円である。

なお、一般会計からの繰入金は、638,495 千円（前年度 661,301 千円）となってい

る。

（１）三種町国民健康保険事業勘定特別会計

収入済額 1,972,128 千円、支出済額 1,950,992 千円、差引額 21,135 千円が翌年

度に繰越しとなる。

国民健康保険税の収入済額は 305,595 千円であり、調定額 332,069 千円に対する

収入率は 92.0％（前年度 90.7％）となっている。また、不納欠損額 2,854 千円は、

前年度（3,071 千円）に比して 217千円減少し、収入未済額 24,262千円は、前年度

（26,715 千円）に比して 2,453 千円減少している。

支出済額 1,950,992 千円は、予算現額 1,970,957 千円に対する執行率が 98.9％

（前年度 99.3％）となっている。

なお、本特別会計には、一般会計から 159,462 千円（前年度 157,365 千円）が繰

入れられている。

（単位：千円）

区 分 歳 入 歳 出 差 引 額
翌年度へ繰り

越すべき財源
実質収支

国民健康保険 1,972,128 1,950,992 21,135 0 21,135

後期高齢者医療 260,198 259,368 830 0 830

介 護 保 険 2,902,864 2,813,605 89,259 0 89,259

介護サービス 11,761 10,222 1,538 0 1,538

温 泉 20,583 12,880 7,703 0 7,703

計 5,167,536 5,047,068 120,468 0 120,468

（前年度） 5,324,353 5,201,968 122,385 0 122,385
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（２）三種町後期高齢者医療特別会計

収入済額 260,198 千円、支出済額 259,368 千円、差引額 830 千円が翌年度に繰越

しとなる。

後期高齢者医療保険料の収入済額は 176,959 千円であり、調定額 177,714 千円に

対する収入率は 99.5％（前年度 99.7％）となっている。また、不納欠損額 8 千円

は、前年度（600円）に比して 7千円増加し、収入未済額 976千円は、前年度（715

千円）に比して 261 千円増加している。

支出済額 259,368 千円は、予算現額 260,233千円に対する執行率が 99.6％（前年

度 97.3％）となっている。

なお、本特別会計には、一般会計から 82,294 千円（前年度 81,913 千円）が繰入

れられている。

（３）三種町介護保険事業勘定特別会計

収入済額 2,902,864 千円、支出済額 2,813,605 千円、差引額 89,259 千円が翌年

度に繰越しとなる。

介護保険料の収入済額は 496,604 千円であり、調定額 500,197 千円に対する収入

率は 99.2％（前年度 99.1％）となっている。また、不納欠損額 1,333 千円は、前

年度（1,249千円）に比して 84千円増加しており、収入未済額 2,749千円は、前年

度（3,537 千円）に比して 788 千円減少している。

支出済額 2,813,605 千円は、予算現額 2,903,039 千円に対する執行率が 96.9％

（前年度 96.7％）となっている。

なお、本特別会計には、一般会計から 396,739 千円（前年度 408,856 千円）が繰

入れられている。

（４）三種町介護サービス事業勘定特別会計

収入済額 11,761 千円、支出済額 10,222 千円、差引額 1,538 千円が翌年度に繰越

しとなる。

サービス収入の収入済額は 10,222 千円（前年度 10,679 千円）であり、調定額と

同額となっている。

支出済額 10,222千円は、予算現額 11,987 千円に対する執行率が 85.2％（前年度

87.0％）となっている。

なお、本特別会計には、一般会計からの繰入れはない。
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（５）三種町温泉事業特別会計

収入済額 20,583 千円、支出済額 12,880 千円、差引額 7,703 千円が翌年度に繰越

しとなる。

温泉使用料の収入済額は 16,126 千円であり、調定額 29,355 千円に対する収入率

は 54.9％（前年度 53.5％）となっている。また、収入未済額 20,077 千円（使用料

13,228 千円、延滞金 6,848 千円）は、前年度（20,071 千円）に比して 6 千円増加

している。

支出済額 12,880千円は、予算現額 18,841 千円に対する執行率が 68.3％（前年度

87.4％）となっている。

なお、本特別会計には、一般会計からの繰入れはない。
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基金運用の概要

１ 三種町漁業振興基金

この基金は、町内の漁業振興のために行われる公共事業又は公共的事業において、

漁業団体又は漁業者に対し義務的に課せられる分担金の資金等に充てるために設置さ

れたもので、基金額 700 万円で運用される。

なお、当年度の運用はない。

２ 三種町高額療養費資金貸付基金

この基金は、法令に基づく高額療養費支給制度の適用を受ける者で、医療費の支払

が困難なものに対して資金を貸し付けることにより、経済的負担を緩和し、民生の安

定を図るために設置されたもので、基金額 200 万円で運用される。

なお、当年度の運用はない。

３ 三種町奨学資金貸付基金

この基金は、本町に住所を有する修学者又は入学のために住所変更した修学者に対

し奨学資金を貸付することにより向学心を振起し、もって三種町教育の振興を図るた

めに設置されたもので、基金額 1億 5,000 万円以内で運用される。

基金の運用状況は、次表のとおりである。

貸付額 9,480,000 円は、前年度（9,040,000 円）に比して 440,000 円増加している。

償還額 5,461,600 円は、前年度（5,991,700 円）に比して 530,100 円減少し、未償還

額 8,754,500 円は、前年度（8,711,500 円）に比して 43,000 円増加している。

※ 表中「債権」は、貸付金のうち償還期限が到来したものである。

（単位：円）

区 分 前年度末
当年度中

当年度末
増 加 額 減 少 額

現 金 44,792,865 5,487,728 9,480,000 40,800,593

債 権 8,711,500 5,504,600 5,461,600 8,754,500

貸 付 金 53,118,600 9,480,000 5,504,600 57,094,000

合 計 106,622,965 20,472,328 20,446,200 106,649,093
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○ 基金に関する調書

（単位：円）

名 称 前年度末

当年度中

当年度末

積 増 利子積立 取 崩

財 政 調 整 基 金 4,517,087,882 194,432,000 2,800,500 414,981,000 4,299,339,382

減 債 基 金 281,216,532 37,655,000 188,384 72,019,000 247,040,916

ふ る さ と 元 気

づ く り 基 金
69,465,322 135,669,602 46,898 58,257,000 146,924,822

合 併 振 興 基 金 1,352,516,400 0 908,785 77,785,000 1,275,640,185

森 林 環 境 基 金 34,961,881 28,816,000 24,153 28,195,169 35,606,865

経営安定資金危機対策枠

利 子 補 給 基 金 59,816,423 0 42,221 23,957,981 35,900,663

漁 業 振 興 基 金 7,000,000 0 0 0 7,000,000

高 額 療 養 費

資 金 貸 付 基 金
2,000,000 0 0 0 2,000,000

奨 学 資 金

貸 付 基 金
106,622,965 0 26,128 0 106,649,093

一 般 小 計 6,430,687,405 396,572,602 4,037,069 675,195,150 6,156,101,926

国民健康保険事業

財 政 調 整 基 金
98,785,297 33,926,000 70,825 0 132,782,122

介 護 給 付 費

準 備 基 金
177,541,631 25,600,000 119,572 0 203,261,203

温 泉 事 業

財 政 調 整 基 金
4,202,371 2,226,000 3,871 0 6,432,242

特 別 小 計 280,529,299 61,752,000 194,268 0 342,475,567

合 計 6,711,216,704 458,324,602 4,231,337 675,195,150 6,498,577,493



（単位：円）

項　　　目 令和４年度 令和５年度 令和６年度

一般会計 99,932,363 96,637,050 92,627,077

町民税　個人 18,701,592 17,328,598 16,845,232

町民税　法人 1,118,563 1,163,563 1,142,863

固定資産税 69,429,944 68,022,295 65,831,861

軽自動車税 2,958,300 2,528,860 2,506,360

分担金　農業農地用施設災害復旧事業受益者分担金 753,053 753,053 0

負担金　保育所保護者負担金 531,330 504,600 346,000

使用料　商工施設使用料 432,000 432,000 432,000

使用料　町営住宅 2,480,100 2,502,000 2,923,900

貸付金元利収入　心身障害者住宅分 626,364 566,364 556,364

貸付金元利収入　災害援護資金貸付金元利収入 829,400 829,400 0

雑入　学校給食費負担金 2,040,217 2,000,217 1,960,217

雑入　児童クラブ登録料 23,800 0 42,000

雑入　地域農産物加工・販売事業化支援施設使用者利用料 6,100 6,100 34,680

雑入　児童クラブ災害共済負担金 1,600 0 5,600

特別会計 54,152,368 51,040,047 48,064,929

国民健康保険事業勘定特別会計 30,170,233 26,715,337 24,262,316

国民健康保険税 30,170,233 26,715,337 24,262,316

後期高齢者医療特別会計 871,900 715,700 976,000

後期高齢者医療保険料 871,900 715,700 976,000

介護保険事業勘定特別会計 3,918,695 3,537,030 2,749,353

介護保険料 3,918,695 3,537,030 2,749,353

温泉事業特別会計 19,191,540 20,071,980 20,077,260

温泉事業収入　温泉使用料 12,342,640 13,223,080 13,228,360

雑入　延滞金 6,848,900 6,848,900 6,848,900

基金 8,590,000 8,711,500 8,754,500

奨学資金貸付基金 8,590,000 8,711,500 8,754,500

合　　　計 162,674,731 156,388,597 149,446,506

収 入 未 済 額 集 計 表
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（単位：円）

項　　　目 令和４年度 令和５年度 令和６年度

一般会計 24,652,147 17,143,812 17,818,634

町民税　個人 3,095,604 1,753,977 1,467,314

町民税　法人 0 150,000 50,000

固定資産税 20,829,843 14,616,535 14,166,567

軽自動車税 609,700 623,300 423,700

分担金　農業農地用施設災害復旧事業受益者分担金 0 0 753,053

負担金　養護老人ホーム入所負担金 99,000 0 0

負担金　保育所保護者負担金 18,000 0 128,600

貸付金元利収入　災害援護資金貸付金元利収入 0 0 829,400

特別会計 9,514,667 4,321,516 4,195,918

国民健康保険事業勘定特別会計 7,789,512 3,071,726 2,854,175

国民健康保険税 7,789,512 3,071,726 2,854,175

後期高齢者医療特別会計 0 600 8,000

後期高齢者医療保険料 0 600 8,000

介護保険事業勘定特別会計 1,725,155 1,249,190 1,333,743

介護保険料 1,725,155 1,249,190 1,333,743

合　　　計 34,166,814 21,465,328 22,014,552

不 納 欠 損 額 集 計 表
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